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評価と育成の一体化によって、プロの成長シナリオを描け

プロフェッショナル人材を

「見える化」する
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はじめに

「蜘蛛の糸」をいかに太くし、そこに結び目をつくるか

プロフェッショナル人材を

「見える化」する

芥川龍之介の『蜘蛛の糸』。地獄に落ちた主人公が、と

ても脆弱な、ただし天国に至る唯一の道である蜘蛛の糸

を人を蹴落としてまで必死に昇り、天国に手が届きそう

になった瞬間に糸が切れて真っ逆さまに転落――という

わびしい物語だ。しかし、ここにはまだ救いがある。「天

国」が暗闇の向こうに垣間見え、そこに至る道（糸）が眼

前に示されているからだ。少し前の企業内の「（管理職へ

の）出世競争」にも似ている。

企業内のプロフェッショナル、すなわち専門人材をこ

のアナロジーでとらえるとどうか。それなりに仕事を楽

しんでいる人も多く、暗闇というほどではない。そこに

はそもそも上下（「天国」と「地獄」）の感覚はないのかも

しれない。ただ、ふと、「もうずっと変わっていない気が

するな」という疑問を持ったりする。それを変えようと

しても手だてはなく、もやもやした日々を過ごす……。

もう少し、現実的な話をしよう。本企画を進めるにあ

たり、私たちの職務領域である「編集」という専門人材に

関して会話を繰り返した。編集の仕事は専門職のなかで

も比較的、その専門性が明らかになっているように見え

るし、作品も残る。それでも、いざ専門能力を見える化し

ようとすると、難しいということがわかった。

まず、「すごい編集者」の能力の言語化ができていない。

確かにとても面白い、読者受けする企画をつくることは

わかる。しかし、彼らがなぜすごいのか、定義付けしろと

いわれても実は難しい。たとえば1年目の編集者が10年

目の編集者を見て「すごい」と心酔したとしても、どうす

れば彼／彼女のようになれるかは不透明である。もし、

言語化されていたとしても、そこに至る道がわからない。

今年何をやって、来年、3年後、5年後……と、どのように

仕事を積み重ねればいいのかが鮮明にならない。つまり、

「天国」の像が結べず、そこに至る「糸」も垂らされていな

い状態ということになる。

もちろん、例外はあると思う。しかしながら、多くの専

門人材たちは、そんな状態にあるのではないか。

近年、ミドル層の増大に合わせて、特定の専門領域の

なかでキャリアを歩む人たちを支援すべく、多くの企業

が複線型人事制度を取り入れてきた。しかしながら、専

門人材たちの声を聞くと、複線に分けてもなお、専門能

力の定義やその向上の道筋は不明瞭である。これをどう

していけばいいのか。どうやって専門人材たちに、天国

とそこに至る糸を見せることができるのか。糸は強固な

ほうがいい。結び目、つまりマイルストーンが明確で、で

きたらはしごのようになっているほうがいい。

今回、私たちはその手法を見つけるために、企業の外

に目を転じた。そこにプロとしての能力を見える化し、

育む光明が見えたからである。

6ページからは、給与水準がそれほど高くなく、その職

務の専門性と比較すると社会的地位も確立できていない

介護という分野において、一定の成功をおさめている

「能力の見える化」の仕組みを紹介する。

この手法を一般化するとき、社内のみならず、社外と

の連携が欠かせないことも、わかったことの1つである。

18ページから、多様な連携の可能性について言及する。

そして24ページからは、能力を見える化し、人材の価

値を高めることの企業のメリットを考える。日本企業は

「人が財産」と言い切る。しかし、その資産価値の数値化

には無頓着である。人の資産価値が詳らかになり、外部

のステークホルダーに伝わるならば、プロの能力の見え

る化に拍車がかかるはずだ。そんなグッドスパイラルな

未来を描くことにも挑戦したい。 

本誌編集／入倉由理子
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４以上を“プロフェッショナル”とし

て認定。“プロ”のレベルは、「一人前

の仕事ができることに加え、チーム

内でリーダーシップを発揮すること

ができる段階」と定義付けられてい

る。さらにその上のレベルでは、そ

の業界のトッププロフェッショナル

として社外からの高い評価が得られ

るレベルと見なしている。

介護分野のキャリア段位のスター

トは2012年。レベル２から４までの

認定を開始し、2015年３月時点で

428人の認定者を出している。その

キャリア段位とは、内閣府主導で

進められてきた実践的な職業能力の

評価・認定制度だ。企業や事業所ご

とに個別に行われている職業能力評

価に共通のモノサシを導入し、成長

分野における人材育成の加速を目指

す。介護はその１つだ。ほかに食の

６次産業化を担う「食Pro．」（23ペー

ジ参照）と、省エネや再生可能エネ

ルギーの導入など、エネルギーの総

合的なマネジメントを行う「エネル

ギー・環境マネジャー」がある。

レベル4で“プロ”認定 

リーダーシップの発揮も必要

キャリア段位は、職種共通で７つ

のレベルに分かれている（右ページ

図参照）。レベル１をエントリーレ

ベル、３で誰にも頼らず、一人前の

仕事ができるようになるレベルとし、

「介護」というと、企業人事とのつながりを感じにくいかもしれない。しかし、少し引いた視点から見ると、
能力評価とOJTの一体化によってプロを育てる優れた仕組みとして、多くの発見がある。

プロフェッショナルの能力と
キャリアラダーをどう見える化するか

介護のキャリア段位に見る

能力とラダーを
明確にすれば
プロが育つ

01
能力の定義を
明確にする

「わかる（知識）」＋
「できる（実践的スキル）」

で評価する

02
キャリアラダーを
見える化する

「レベルアップ＝職域の拡大」
と考える
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プロフェッショナル人材を「見える化」する

職務の過酷さと専門性の高さに比べ

ると、介護人材の社会的地位はまだ

まだ低い。その専門性を見える化し、

社会全体で標準化して評価し、介護

職の地位向上を実現しようとするの

がこの試みである。

能力評価とOJTを一体化 

プロを育てる一連の流れに

冒頭で述べたように、少し引いた

視点でこの制度を見たとき、企業が

学べることがある。多くの企業は専

門職制度や職能資格制度のなかで、

専門人材に対してもグレードや職級

を用意している。それとこのキャリ

ア段位の違いは、能力の定義から評

価項目をつくり、その評価プロセス

を通じて現場で人材を育てるところ

まで、一連の流れをつくっている点

だ（下図01〜04参照）。

まず能力の定義において、「でき

る（実践的スキル）」を埋め込んでい

るのが１つの肝だ。これによって、

「わかる（知識）」があっても、現場で

実践できない、という状態を防ぐ。

キャリアラダーを見える化するに

あたっては、経験年数だけによって

決まる年功的運用と異なり、レベル

による職務範囲の違いは明確である。

能力評価の段階では、各人の能力

を評価する評価者（企業でいえば上

司／マネジャー）を育てることが欠

かせない。その仕組みも構築された。

また、評価者による評価は現場で

行われる。一つひとつの評価項目に

ついて、「できている」「できていな

い」を現場で確認する。すると、でき

ていないことをその場で指摘するた

め、能力評価と同時に指導が行われ

る。つまり、能力を測ることとOJT

が一体化し、能力向上に寄与すると

いう構図をつくり上げている。

次からこの一連のプロセスについ

て、どのように仕組みをつくり、ど

う現場に落とし込み、人材育成につ

なげているのかを説明していく。

■　キャリア段位制度に見る
　 能力・スキルのレベル

出典：シルバーサービス振興会「キャリア段位制度」パンフレットをもとに編集部作成

プロのスキルに加えて、特定の専門分野、業種におけるさらに高度な専門性を
持つ、あるいは、その人の独自の方法が顧客から認知・評価されている段階

LEVEL 5

LEVEL 6

その分野を代表するトッププロフェッショナルの段階LEVEL 7

一人前の仕事ができることに加え、チーム内でリーダーシップを
発揮することができる段階

LEVEL 4

指示書がなくとも、一人前の仕事ができる段階LEVEL 3

一定の指示のもとに、ある程度の仕事ができる段階LEVEL 2

エントリーレベル　職業準備教育を受けた段階LEVEL 1

プロレベル

エントリーレベルから
トッププロまで段位を認定

04
アセスメントを
現場で機能させる

現場のOJTツールとして
評価項目を活かす

03

評価者をつくる

現場のマネジャーを
育成する
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氏だ。この状態を回避するために、

一般的には知識重視になりがちな資

格認定制度の考え方から一歩踏み出

し、特に「できる（実践的スキル）」を

重視するに至った。

「できる」は、現場での行動評価を

実施することで認定する。行動評価

の項目数は、148（レベル４認定の場

合。レベル２、３では少なくなる）。

かなり具体的な行動にまで落とし込

んでいる（右ページ図参照）。

介護スタッフの行動を調査。 

「適切」から具体的な表現へ

では、実践的スキルをどのように

まずは、プロの能力をいかに明確

に定義付けするかを考える。

既述の通り、プロの能力の定義付

けには「わかる（知識）」と「できる

（実践的スキル）」の両面が重要であ

る、という思想を貫いている（下図

参照）。たとえ専門知識を有してい

ても、現場で実践できなければ意味

がないし、実践できても知識的背景

がなければ応用が利かない。

「『わかる』の認定には主に介護福祉

士という公的資格を使います。介護

福祉士の認定から約20年が経過し

ましたが、資格取得が介護のプロと

して高いスキルを持っているという

認知につながっていません。同時に

介護スタッフたちが、自らはこのレ

ベルの仕事ができると、明確に表現

できる状態にもなっていないので

す」と話すのは、介護のキャリア段

位の運営を担うシルバーサービス振

興会の総務部長 企画部長、久留善武
シルバーサービス振興会
総務部長　企画部長

久
く

留
どめ

善武 氏

■　介護のキャリア段位のレベルと評価の仕組み

出典：シルバーサービス振興会「介護キャリア
段位制度の概要」をもとに編集部作成

多様な生活障害を持つ利用者に質の高い介護を実践。介護技術の
指導や職種間連携のキーパーソンとなり、チームケアの質を改善

LEVEL 5

チーム内でのリーダーシップ、部下に対する指示・指導。本レベ
ル以上がアセッサーになれる

LEVEL 4

利用者の状況に応じた介護や他職種の連携等を行うための幅広い
領域の知識・技術を習得し、的確な介護を実践

LEVEL 3

初任者研修により、在宅・施設で働くうえで必要となる基本的な
知識・技術を習得

LEVEL 1

レベル５と同様LEVEL 6

LEVEL 7

一定の範囲で利用者ニーズや状況の変化を把握・判断し、それに
応じた介護を実践

LEVEL 2-2

基本的な知識・技術を活用し、決められた手順等に従って、基本
的な介護を実践

LEVEL 2-1

介護福祉士養成課程または実務者研修
修了   ＊介護職員基礎研修修了でも可

介護福祉士であること
（国家試験合格）

介護職員初任者研修修了
＊ホームヘルパー2級研修、
または1級研修修了も含む

わかる（知識）

●基本介護技術の評価　●利用者視点で
の評価　●地域包括ケアシステム＆リー
ダーシップに関する評価

●基本介護技術の評価　
●利用者視点での評価

●基本介護技術の評価　
●利用者視点での評価の一部（感染症対
策・衛生管理など）

●基本介護技術の評価
（状況の変化に応じた対応を除く）

できる（実践的スキル）

能力の定義を明確にする

「わかる（知識）」＋「できる（実践的スキル）」
で評価する

01

知識を基盤に、
実践的スキルを重視して

「プロ度」を評価
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プロフェッショナル人材を「見える化」する

言語化・具体化していったのだろう

か。現場における「できる／できな

い」は状況によって異なることもあ

り、単純に言語化できないことが大

きな壁になりがちである。「それは

介護の世界でも同様でした」と、兵

庫県立大学大学院経営研究科教授の

筒井孝子氏は振り返る。

「介護の世界にも、職業能力評価は

従来からありました。しかし、その

項目は『排泄の世話が安全にできる』

『食事の介助が適切にできる』といっ

た書き方がなされ、安全、適切とい

うことが実際にどんなことなのか、

具体化されてはいなかったのです」

（筒井氏）

そんな状況にあった介護の世界で、

筒井氏が1993年から1996年まで取

り組んだのが、介護保険の要介護認

定の基準づくりのための基礎データ

収集だった。それは、当時、介護サー

ビスの質が高いとされた特別養護老

人ホーム、老人保健施設、介護力強

化病院などで実施されたタイムスタ

ディ調査で行われたという。

「その施設で介護を提供していた全

職員一人ひとりに調査員がついて追

い続け、行動・動作をすべて書いて

もらいました。調査員には調査説明

会を実施し、どのように介護サービ

スを提供しているかを記述する方法

を研修していったのです。そうでな

ければ、『安全に』『適切に』というレ

ベルの記述になってしまいますか

ら」（筒井氏）

この調査によって、膨大な量の介

護職の行動データが集められた。

「介護サービスの利用者は多様」（筒

井氏）ではあるが、介護の基本技術

である食事・入浴・排泄で標準的に

とるべき行動と、そのサービスの提

供時の介護職員の能力には段階があ

ること、すなわち、介護技術にも基

準があることが見えてきた。後に内

閣府からの依頼で、これらのデータ

を再分析することで、介護のキャリ

ア段位の「できる」の評価項目が作成

されることになった。

マネジャーへのヒアリングなど 

現場との協業が求められる

「わかる」と「できる」による能力の

認定を企業で行うならば、どんなや

り方があり得るのだろうか。「わか

る」については、企業でも公的資格

を活用したり、社内外の研修によっ

て担保する方法があろう（詳細は18

ページ）。

より難しいのが、「できる」を「行

動」レベルで記述する部分だ。その

職務におけるプロがどのように行動

するかを知っているのは、間違いな

く現場である。現場のマネジャーへ

のヒアリングや高業績者の行動観察

といった、現場との協業が求められ

るだろう。

【食事介助】

食事の準備を
行うことができる

＊LEVEL 2-1〜4

■　「できる」の評価項目

出典：シルバーサービス振興会「介護キャリア段位制度の概要」をもとに編集部作成

❶

❷
❸
❹
❺

❻

基
本
介
護
技
術
で
の
評
価

❶

❷

❸

❹

【利用者・家族との
コミュニケーション】

相談・苦情対応が
できる

＊LEVEL 2-2〜4

利
用
者
視
点
で
の
評
価

❶

❷

❸

❶

❷

❸

【地域包括ケアシステム】

地域内の社会資源との
情報共有ができる

＊LEVEL 4

【リーダーシップ】

現場で適切な
技術指導ができる

＊LEVEL 4

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
＆
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

声を掛けたり肩をたたいたりするなどして、利用者の覚醒
状態を確認したか
嚥下障害のある利用者の食事にとろみをつけたか
禁忌食の確認をしたか
飲み込むことができる食べ物の形態かどうか確認したか
食べやすい座位や体幹の傾きはないか等座位の安定を確認
したか
顎が引けている状態で食事が取れるようにしたか

（自分で対応できない場合）相談・苦情の内容について、上
司に報告し、対応を依頼することができたか
相談・苦情の内容および関連情報を正確に把握・収集し、
わかりやすく整理することができたか
苦情の要因を特定し、解決策および再発防止策を考えるこ
とができたか
苦情に対する解決策および再発防止策を利用者や家族に説
明し、納得してもらえたか

関連する関係機関で情報共有を図るため、利用者にサービ
スを提供したときに進捗状況や結果を関連する他の機関ま
たは自身が所属する機関の窓口に情報提供しているか
利用者がどんな制度、資源、サービスを利用しているか把
握しているか
サービスの実施に必要な知識や情報を、関係する他の機関
等（知人、団体、住民組織等を含む）から集めているか

個々のスキルや仕事に対する取り組みの意識を把握し、ス
タッフのキャリア・プランに応じて育成計画を立案して指
導しているか
介護の現場で、スタッフのスキルや利用者とのコミュニケ
ーションの取り方等について、具体的な指導・助言を行っ
ているか
利用者の不信感やスタッフのモチベーションの低下を招か
ないように、介護の現場でスタッフに指導・助言を行う場
合は、利用者の面前でスタッフを注意したり叱ったりせず、
後で声を掛けるなどしているか

何をどう評価するのか。
具体的な行動レベルで設定
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ます」（久留氏）

クリエイティビティには 

確かな技術の基盤が必要

このように詳細に能力をレベルに

よって固定化することは、個人のク

リエイティビティの発揮を阻み、成

長を阻害するのではないかと問うと、

「それは必ず出る議論」と筒井氏は答

えた。「とても個性的でデフォルメ

された絵画を描く画家でも、実は高

度なデッサン力を持っている。介護

も同様で、クリエイティブな“利用

者一人ひとりに対する最適な介護”

を実現するには、その背景に確かな

技術や事故防止に関する知識が必要

になる。介護キャリア段位は、クリ

エイティブ、あるいは個別性を配慮

した介護を実現させるために必要な

基礎的な能力とは何かを、見える化

することを目指した評価基準の基礎

的部分を示しています」（筒井氏）

レベル５以上の認定を現在は行っ

ていない。「まずは日常的に介護を

提供する、何万人もの介護職に光を

当てることが目的」（筒井氏）だから

だ。「残念ながら、多くの介護職は、

社会からリスペクトされているとも、

自分はこの仕事によって、十分に報

われているとも思っていない。その

人たちが自分の能力を伸ばし、成長

するモチベーションを高める仕組み

であってほしいと考えています」（筒

井氏）

企業で専門人材が上っていくグレ

ードをつくっても、現実的には年功

的運用に陥りがちである。しかし、

介護のキャリア段位は、この仕組み

に、見える化された技術評価という

新たな軸を追加している。知識と実

践スキルのレベルの基準を示すのと

同時に、プロがレベルを上げていく

ためのキャリアステップを明確に提

示したのである。それを可能にした

のは、個々の技術の質的向上よりも、

「職域の拡大」に注目したからだ。下

図を参照してほしい。レベル２−１

から４へとレベルアップするには、

「できること」（●部分）を増やす必要

がある。

この仕組みの前提は、レベル２よ

りは３、３よりは４の職務がより高

いレベルの能力を有することが整理

されていることだ。筒井氏は、要介

護認定のコンピュータシステムのロ

ジックをつくるための調査で抽出し

た介護技術を、介護スタッフが実際

にできた通過率をもとに並べ替えた。

必ず通過しなければならない食事・

入浴・排泄という基礎介護技術をレ

ベル２に置き、そこから難易度が高

くなるように設定した。

また、対象範囲も大きくなる。「２

−１では、利用者と１対１でのサー

ビスが提供できることを必須として

います。それが２−２、３のレベル

になると、事業所内の看護師や生活

相談員などといった利用者の視点に

立ってチームアプローチができるこ

とが求められます。さらに４のレベ

ルではチーム全体のマネジメントや

施設の外との連携が必要になってき

■　レベル別「できる」の項目

出典：シルバーサービス振興会「介護キャリア段位制度の概要」をもとに編集部作成

入浴介助

食事介助

排泄介助

移乗・移動・体位変換

状況の変化に応じた対応

利用者・家族との
コミュニケーション

介護過程の展開

感染症対策・衛生管理

事故発生防止

身体拘束廃止

終末期ケア

地域包括ケアシステム

リーダーシップ

LEVEL 2-1

●

●

●

●

×

×

×
×
×
×
×
×
×

LEVEL 2-2

●

●

●

●

　　  ●（一部 ）

　　  ●（一部 ）

×
●

　　  ●（一部 ）

×
×
×
×

LEVEL 3

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

×
×

LEVEL 4

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

基本介護技術の評価

利用者視点での評価

地域包括ケアシステ
ム＆リーダーシップ

キャリアラダーを見える化する

「レベルアップ＝職域の拡大」と考える

02

「できる」のレベルは
「職域の拡大」によって
アップ
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プロフェッショナル人材を「見える化」する

補者が取り組むことで、介護の現場

に“学習する場”をつくることを目指

しました」（筒井氏）。研修や勉強会

によって最新の知識・技術を学ぶ機

会が豊富な医療・看護の世界と、小

規模な施設内に閉じた介護の現場は

まったく異なる。「事前学習が現場

で行われますから、施設内のほかの

スタッフとの知識・技術の共有が進

みますし、eラーニングの掲示板で

は、全国のほかのスタッフとの情報

ここからは、能力評価の明確な定

義とそれをもとにしたレベルの認定

を、現場でいかに機能させ、それを

人材育成につなげるかを考える。

まずは、現場で介護スタッフの行

動を評価する人、「評価者」に注目し

たい。キャリア段位認定の仕組みは

こうだ。まず、介護事業所や施設で

介護スタッフを評価者が内部評価す

る。その評価をもとに、実施機関の

なかにあるレベル認定委員会が認定。

2015年３月時点でキャリア段位認

定者が428人なのに対し、評価者と

して登録された人は7817人。評価者

が先んじて養成され、各介護事業

所・施設で段位認定を本格化させる。

企業になぞらえれば、現場の上司の

育成が先、ということだ。

評価者には、介護技術の深い理解

と、評価スキルの獲得が求められる。

前者については、介護福祉士として

３年以上の実務経験と介護福祉士指

導者講習会の修了といった形で、評

価者に求められる属性要件に組み込

まれている。介護スタッフとしての

専門知識・技術を持つことが前提だ。

そのうえで、後者の条件を満たす

ために、評価者講習の受講と修了が

必須とされる。講習は下図に示した

通り。テキスト学習とeラーニング

による事前学習、現場でのトライア

ル評価、集合講習・修了試験という

「高いハードルを越えなければ修了

できない仕組み」（久留氏）となって

いる。

事前学習で介護の現場に 

“学習する場”をつくる

その最大のポイントは、「事前学

習」と筒井氏は言い切る。「eラーニ

ングを含めた事前学習に評価者の候

出典：シルバーサービス振興会「介護キャリア段位制度の進捗状況」をもとに編集部作成

Suzuki Tsutomu_2002年、若竹
大寿会に入社。介護スタッフなど
として勤務し、2012年より現職。
リハリゾート青葉の介護スタッフ
約50人を束ねる。自身は2013年
に評価者講習を修了。

若竹大寿会
リハリゾート青葉　介護長

鈴木 務 氏

■　評価者の育成のプロセス

介護キャリア段位制度の意義／アセ
ッサーの役割／動画を用いた記録監
査／トライアル評価の相互監査／介
護キャリア段位制度における内部評
価の取り組みとOJTの推進につい
て／などのカリキュラムを経て、最
後に講習修了のための確認テストを
行う。合格できなかった人は、後日
再テスト。

集合講習・修了試験
（5時間45分）

「利用者の状態」に即した「介護技術」
が提供されているかを実際に現場で
記録してみる。基本介護技術につい
て、全62項目。

基本介護技術についての
トライアル評価  

（平均8時間）

①介護のキャリア段位制度について
／②評価項目・方法の理解／③模擬
演習／④確認テスト／⑤トライアル
評価の実施方法について学ぶ。①、
②、④に関しては試験形式で、合格
しないと修了できない。

eラーニング
（平均17時間）

テキストを読み込む

組織全体で「学び続ける」という文化を醸成

評価者をつくる

現場のマネジャーを育成する

03

テキストの読み込みから
トライアル評価まで。
事前学習で「学ぶ文化」をつくる
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たった。大和田氏は「介護スタッフ

としてもっと知識・技術を高めたい。

そのためのいい機会だと感じまし

た」と、認定を受けようと思った理

由を明かす。

評価者は、被評価者の行動を４段

階で評価するだけでなく、利用者の

状況まで含めて細部にわたって観察

し、記述することが求められる（次

ページ図参照）。この意味合いは２

つある。１つは評価者が被評価者を

含めた現場の状態を、深く理解する

ことにつながる点である。もう１つ

評価者という現場の評価・育成担

当が生まれる。評価者養成のプロセ

スで現場に学ぶ文化ができる。それ

が基盤となって、能力評価とOJTが

現場で一体化し、人が育つ。その具

体的な仕組みは下図の通りである。

前出のリハリゾート青葉では、最

初に評価者となった介護長・鈴木氏

が、2013年、入社２年目だった介護

スタッフ・大和田憲一氏の評価にあ

をより高める必要がある。そのため

には現場のコミュニケーションのな

かで理解を深める状態をつくりたか

った。実際に、eラーニングの使い

方を教え合ったり、トライアル評価

で従来の介護の仕方の見直しをし合

ったりと、見事に“祭り”となって、

施設として１つになれたという実感

があります」（鈴木氏）

交換も可能にしました」（筒井氏）

実際にはどうだろうか。神奈川県

横浜市青葉区の介護老人保健施設リ

ハリゾート青葉では、既に14人の評

価者がいる（法人全体では28人）。

2013年に自身が評価者となった介

護長・鈴木務氏は、その翌年に複数

人を同時に評価者講習に挑戦させた。

その理由について、「キャリア段位

によって介護職のモチベーションア

ップを目指す、という目的に賛同し

たことはもちろん、現場に“祭り状

態”をつくりたかったのです」と振り

返る。リハリゾート青葉の場合、組

織として人材育成に取り組み、上司

や先輩が後輩を育てる文化はもとも

とある。「それでも、介護の質を上げ

ていこうと思えば、人の知識や技術

出典：シルバーサービス振興会「介護キャリア段位制度の概要」をもとに編集部作成

アセスメントを現場で機能させる

現場のOJTツールとして評価項目を活かす

04

■　キャリア段位の評価プロセス

被評価者は
自己評価

評価者と被評価者
で面談し、評価期
間と目標を設定

評価者が
評価を実施 被評価者が業務に

つく。評価者は目
標達成を支援

評価開始の
届け出

被評価者は再度、
自己評価

1

評価者、被評価者
で面談。できない
と評価されたこと
のポイントを確認

2

3

45

6

7

能力評価とOJTが一体化。
強み・弱みを知って
指導・振り返りのループが回る
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プロフェッショナル人材を「見える化」する

は、現場でつぶさに観察し、なぜで

きなかったか、どんな強みと弱みが

あるのかを見極めて、その場で、あ

るいはその後に「できていなかった

点について指導できる」（鈴木氏）こ

とだ。評価者は同時に指導者でもあ

る、という構図だ。

また、強みや弱みを理解すること

で、新たな育成の場も生まれた。「人

にわかりやすく説明することが苦手

だとわかり、課題を決めてプレゼン

をしてもらう研修の場を設けたり、

苦手な技術に関しては反復練習をし

てもらったりしました」（鈴木氏）

日常の指導やこうした研修の場を

通じて、大和田氏は自らの技術に自

信をつけた。今では施設内の勉強会

の１つ、リスクマネジメント委員会

の担当となった。そうした成長実感

とともに、レベル２の認定を受けた。

弱みが見えて修正する。 

そのためには6カ月必要

これはできる／できない、ここは

強い／弱いと特定の技術について現

場で上司が部下を観察する。そして

指導して、レビューする。企業でこ

のようなOJTが回れば、人が育つこ

とは間違いない。しかし、問題は多

忙なマネジャーにできるかどうかで

ある。もちろん、介護の現場も多忙

だし、利用者は決して待っていては

くれない。それでも「時間をかけれ

ば可能」（鈴木氏）だという。「大和田

さんのシフトと利用者の方の状況に

合わせて、『じゃあ今日はこれを見

に行く』と約束していました。標準

３カ月から６カ月といわれるところ

が１年かかりました」（鈴木氏）

３〜６カ月以上という時間を要す

ることに批判もある。「現場ででき

ないことが見え、それを修正してい

くのにそれだけの時間が必要なのは

当然」と筒井氏は話す。単なる評価

ととらえれば３〜６カ月は確かに長

い。しかし、同時に人材育成の仕組

みであるならば、長期間、日常的に

現場で認定のループが回っているの

は当然だ。評価者とキャリア段位認

定者が増え、このループが全国で同

時多発的に回るようになれば、バラ

バラだったOJTの標準化が起こり、

どの介護施設でも一定の水準の人材

が育つ状態になる。

企業においても、介護のキャリア

段位と共通部分を持つ事例がある。

企業人事にとってより身近な事例と

して、次ページから紹介する。

介護スタッフは毎日介護記録をつける。「大和
田さんの介護記録が非常に具体的になってきた。
それも彼の成長を実感する瞬間です」（鈴木氏）

出典：シルバーサービス振興会「介護キャリア段位制度の概要」をもとに編集部作成

体調や気候に配慮しながら、
利用者の好みの洋服を選ん
でもらったか

スクリーンやバスタオル等
を使い、プライバシーに配
慮したか
  
脱衣の際に、健側から患側
の順番で行ったか
  
ボタンの取り外し等、自力
でできるところは自分で行
うよう利用者に促したか
  
しわやたるみがないか確認
したか

❶

❷

❸

❹

❺

【利用者の状態】

認知症があるが、衣類の二者択一は可能。
左上下肢麻痺のため、右手から脱衣を行
う。ボタンの取り外しは難しいが、声掛
けにて袖に腕を通すことは可能。皮膚状
態は少しの圧迫で発赤になるため、しわ
やたるみがないようにする必要がある。

【1回目・2回目の介護の内容】
体調や気候に配慮するとともに、二者択
一してもらって衣類を選んでいた。スク
リーンを使用し、バスタオルで保温しな
がら着脱の介助を行っている。一つひと
つ説明しながら、健側から脱衣していた。
着衣の袖通しなど、できるところは声掛
けして行ってもらっている。皮膚状態を
確認し、着衣の場合、背部の衣類などの
しわやたるみを確認していた。

1 入浴介助
　 2 衣服の着脱ができる

■　評価者による評価記録例

評価項目 評価 評価方法 評価項目

A

A

A

A

A

現認

Owada Kenichi_祖母の介
護を通じて介護職に魅力を
感じる。介護専門学校卒業
後、2012年入社。2013年
より１年間、キャリア段位
の評価に入り、2−1のレベ
ル認定を受ける。

若竹大寿会
リハリゾート青葉

大和田憲一 氏

できていること・できていないこと
を細部まで記述
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のは業績ですが、専門知識の裏付け

として、PMP（＊１）や情報処理技術者

試験など、職務に紐づけた外部資格

の要件を設定しています」（高橋氏）

それぞれの職種の資格認定を受け

れば、一定の実績と専門知識がある

人材だというお墨付きを得たことに

なるのだが、より質の高いサービス

を顧客に提供するには、「さらなる

組織全体の底上げが必要」と考え、

独自研修を行っているのがプロジェ

クト・マネジメント統括本部なのだ。

同部は全社のプロジェクトを統括し、

プロジェクトのアセスメントやプロ

ジェクトマネジャー（PM）の実践的

な教育を提供する横断組織である。

「特に若手が、知識はあってもそれ

を現場で活用できていないという状

況対応能力の低さに課題意識を持っ

ていました」と話すのは、NECマネ

ジメントパートナー人材開発事業部

人材開発センターのシニアエキスパ

ートの杉本吉隆氏だ。実際に直面す

る状況や課題に対する適切な判断力

と行動力を養うため、ケースメソッ

ド研修を立ち上げた。

「状況対応能力とは、状況を把握す

るための想像力や、背景を推定する

「わかる」だけでなく「できる」を養

うことを重視し、人材育成に取り組

むのがNECのプロジェクト・マネジ

メント統括本部である。

同社には、サービス・SE系、ソフ

トウエア系、プロダクト系職種の専

門性を評価する、「NECプロフェッ

ショナル認定制度」がある。「システ

ム開発を担うのは基本的に“人”。人

材が商品、という意味で、プロのレ

ベルとキャリアパスを可視化してい

ます」と話すのは、SI・サービス企画

本部シニアエキスパート兼人事部シ

ニアエキスパート、高橋伸子氏だ。

アソシエイト、スペシャリスト、プ

ロフェッショナル、上席プロフェッ

ショナルの４段階がある。この認定

制度はマネジメント職階とは一線を

画し、「専門職が目指す一定のキャ

リアの道筋を示している」（高橋氏）

という。

レベルにもよるが、保有資格、業

績、能力などによって審査され、資

格認定を受ける。「最も重視される

SI・サービス企画本部
シニアエキスパート
兼　人事部　シニアエキスパート

高橋伸子 氏

経験豊富なプロの知識・技術を
ショートケースを通じて若手に伝承

IT業界の「わかる＋できる」の人材育成

CASE STUDY 日本電気（NEC）

（＊１）プロジェクトマネジメント・プロフェッショナル。プロジェクトマネジメントに関する国際資格

出典：NEC SIサービス＆エンジニアリン
グ統括ユニット プロジェクト・マネジメ
ント統括本部「ショートケースによるケー
スメソッド研修」資料をもとに編集部作成

■　ケースメソッドでは、若手PMが「できる」を疑似体験する

対応プロジェクト規模
・売り上げ：3億～5億円
・要員：50～60人
経験豊富なPMとして、
各事業部から選出

講師
中級以上のPM

ケースメソッド 十数行程度の大量の
ショートケースを短
期集中的に学習

PM経験1～2年程度

受講生
経験が浅い若手のPM
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プロフェッショナル人材を「見える化」する

力、課題やリスクをとらえる力など。

それらは教科書に書いてある知識を

教えるだけでは養えず、多くの実践

的なケースを経験することが重要だ

と考えました」（杉本氏）

“疑似体験”の反復によって 

状況対応力を身につけさせる

しかし、プロジェクトが数カ月か

ら数年と基本的に長く、幅広く豊富

な経験をさせるのは難しい。そこで

経験の代替として、理論と現実を結

びつけるための「疑似体験」を積むケ

ースメソッド研修を考案するに至っ

た。現場経験が豊富なプロフェッシ

ョナルから、経験の浅い若手に実践

的スキルや経験を伝承するというの

が、この研修の要諦だ（左ページ図）。

これは、実践的スキルや経験を現場

のOJTではなく、大量の「ショート

ケース」で学ぶ。ショートケースと

は、プロジェクトの問題局面を、十

数行程度の短文で表現したものだ

（右図参照）。「説明が少ない分、受講

者は状況を想像する力を養え、運営

側にはケースをつくりやすいといっ

たメリットがあります」（杉本氏）

事前に事務局から課題として出さ

れたショートケースについて、受講

者は研修までにその解を自分なりに

考える。それを研修で発表し、ほか

の参加者と議論したり、彼らから意

見をもらったりする。講師はあくま

で、課題解決のうえで重要となる考

え方を引き出す支援者である。「実

際の経験とは違いますが、どんな状

況にあって何をすべきかを考えさせ

ることで多様な状況に向き合う力を

身につけます」（杉本氏）

研修にあたって、研修担当が悩む

のは講師のアサインだ。知識・経験

ともに豊富な人材を選び、一定のレ

ベルを担保するのに一苦労、という

のが現実だろう。しかし、「困ったこ

とはない」と杉本氏。「NECプロフェ

ッショナル認定制度でいえばプロフ

ェッショナル以上。経験は間違いな

く豊富。プロジェクトのライフサイ

クルを意識した10個のケースのな

かから、自身の得意分野を選んでも

らっています」（杉本氏）

成果として、「研修受講後１年以

上経過した修了者への調査で、60％

が現場で活用できたと言い、そのう

ちの半分は事例の学習内容を現場で

活用できたと回答した」（杉本氏）こ

とを挙げた。「少人数制にこだわり

ながらも、多くの人数を受講させる

ことが目標です」（杉本氏）

NECマネジメントパートナー
人材開発事業部　人材開発センター
シニアエキスパート

杉本吉隆 氏

■　ケースメソッド研修の実際の流れ

ショートケースの例

顧客は、地場の活性化のためある会社に開
発作業を発注するように強く希望してい
る。当社の営業も案件受注を有利に進め
るため、また、今後の顧客との長期的な関
係を構築するため、この会社を採用するよ
うに言ってきている。しかし、この会社は
当社にとって初めての付き合いである。
この会社を採用すると想定した場合、あな
たはPMとして、事前に顧客とどのような
取り決めをしておくべきだと考えるか。

事務局より、
開催通知とケース受領

●研修開催2週間前

ケースの事前学習
●自分なりの状況を想定し、どんな
　対策を打つか検討
●検討した内容を「検討内容記入シ
　ート」に記入
　＊当日、検討・記入するケースもあり

研修の実運用

チーム編成：講師1名に対して受講者5～6名
研修期間：3カ月間で5日開催
　　　　  （２週間に1回ペース）
学習ケース数：全10ケース
実施ケース（1日当たり）：2～3ケース
研修時間（1ケース当たり）：2.5～3時間
研修修了条件：60％以上の出席

集合研修（115〜145分）

●各自、検討し、記入してきたこと
　をほかの受講者の前で発表
●ほかの受講者からの質問・コメン
　トをもらう
●講師から、考えてほしいことを踏
　まえた質問を受ける
●講師が全体を通じ、ケース検討に
　おいて重要なポイントなどを解説

出典：NEC SIサービス＆エンジニアリン
グ統括ユニット プロジェクト・マネジメ
ント統括本部「ショートケースによるケー
スメソッド研修」資料をもとに編集部作成

ミニレポート作成（15分）

●研修で得た気づきなどを書く
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認定のプロセスで 

強みや弱みを強化する

認定の流れを右ページの図に示し

た。Fセールス認定のプロセスには、

トレーニングが組み込まれている。

本人と上司による専門知識・スキル

のチェックによって強化すべき項目

が明確になると、その項目に関する

研修を受講する。

その項目は見ての通り、幅広い。

「トラックやバスを売るのが仕事な

のですが、近年は部品や整備という

サービス、車検など、売るものの範

囲が広がっています。そのため、幅

広い知識とスキルが要求されるので

す」（西尾氏）。車検やリース、ファイ

ナンスのような特定の分野は、担当

顧客にニーズがなければ日常的に触

れることはなくなる。さらにそれら

はどんどん進化するので、新人時代

に培った知識だけでは追いつけない。

このようにそれぞれが弱みを持って

いる。そこを補完する試みだ。

営業スキル／能力要件チェックで、

すべてのテーマについて合格できた

のが、営業職900人のうち約100人。

研修を受けずに認定試験に進み、ほ

三菱ふそうトラック・バスでは、

2014年、営業職向けの資格認定制度

「Fセールス」を導入した。「もとも

とメカニック向けの認定制度はあり

ましたが、営業職は実績で評価でき

ることもあって、導入が遅れていた

のです」と、セールス・カスタマーサ

ービス本部FUSOアカデミーのマ

ネージャー・西尾千之氏は話す。「導

入理由の１つは、営業職一人ひとり

の強みや弱みに対する本人の認識が

薄かったこと。そのために、弱みが

改善されないままであったり、強み

であるそのスキルを他者に移管しに

くいことが課題でした」（西尾氏）

営業職のスキルアップは、同社の

事業の生命線でもある。バスやトラ

ックは価格競争に陥りがちで、価格

以上のメリットの提示には、商品知

識のみならず、ファイナンスや保険

といった幅広い知識が必須だ。

「個々の営業職の能力を把握し、そ

れぞれに応じたトレーニングを行い、

営業品質の均質化を図る。これは同

時に、営業職のモチベーションアッ

プにつながるとも期待しています」

（西尾氏）。前述のように、営業職は

成果が見えやすい。成果が出ればそ

れによってインセンティブなど、金

銭的な報酬がついてくる。「それが

モチベーションを高めると考えてき

ましたが、慣れてしまうと効果が十

分ではないこともわかってきました。

それもあって、能力・スキルを会社

が認めるという“報酬”を与えること

に決めたのです」（西尾氏）

Fセールスとはどのようなものか。

商品知識や営業スキルを背景に適切

な提案を行えること、高いコミュニ

ケーションスキルを有すること、プ

ロフェッショナルとしての意識や向

上心を持つことなどが求められる。

営業のプロ「Fセールス」認定を導入
現場の上司を巻き込んで育成を加速する

自動車業界の資格認定による人材育成

CASE STUDY 三菱ふそうトラック・バス

セールス・カスタマーサービス本部
FUSOアカデミー
マネージャー（営業トレーニング担当）

西尾千之 氏

Fセールス認定を受けた三菱ふそうセールスジャパ
ン特販部主任の石津貴士氏（写真左）と、上司の南
関東・甲信特販担当部長の小坂俊弘氏（写真右）。

資格の信頼性を担保するために、認定においては
外部評価も入れている。「店頭で、Fセールスの認
定者をボードで掲示しています。認定制度の認知
と信頼性の向上に努め、顧客へのアピールにもつ
なげていきたいと考えています」（西尾氏）
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プロフェッショナル人材を「見える化」する

とんどの人がFセールス認定を受け

た。1992年に入社した三菱ふそうセ

ールスジャパン特販部主任の石津貴

士氏もその１人だ。「すべての項目

で合格はしたものの、保険商品が弱

みだと気付きました。新商品に触れ

るため、講習会などに参加したいと

考えています」（石津氏）

一方、営業スキル／能力要件チェ

ックで強化すべき項目が出てきた営

業職に関しては、2016年中を目処に

トレーニングモジュールを終え、認

定試験に臨むことになっている。

現場の上司との 

コミュニケーションを導く

もう１つ注目すべきは、認定を行

う FUSO アカデミーと営業職本人

だけでなく、現場の上司が関与する

点だ。かかわるフェーズは２つある。

まずは営業スキル／能力要件チェ

ックだ。チェック項目は約70項目。

一つひとつのスキルや能力に関して、

被評価者である部下がそれを持って

いるかどうかを見極める。前出の石

津氏の上司であり、彼の評価を行っ

た南関東・甲信特販担当部長の小坂

俊弘氏は、もともと部下とのコミュ

ニケーションを大切にし、「営業の

能力は単純なチェック項目で評価で

きるものではない」と懐疑的な思い

で臨んだものの、「あらためて部下

の強み・弱みを深く理解するきっか

けとなりました」と話す。２つ目の

フェーズが、認定試験の後のフィー

ドバックだ。FUSOアカデミーから、

まずは上司に被評価者の強み・弱み

が伝えられ、それをもとに、上司が

被評価者にフィードバックする。

「どちらのフェーズにおいても、理

想は『自分ではできていると思って

いるけれど、ここは弱み』『せっかく

の強みなんだから、ここはもっと伸

ばしたほうがいい』といったコミュ

ニケーションが起こること」だと西

尾氏は話す。評価とフィードバック

を経験した小坂氏も証言する。「課

題の攻略も、強みのさらなる強化も、

部下の仕事人生にとっては幸せなこ

と。そんな豊かな支援をするきっか

けになったと思います」（小坂氏）

同社が今後目指すのは、さらに上

の認定資格づくりだ。「たとえばス

ーパー Fセールスといった営業エキ

スパート的な上位資格など、営業一

本でやっていく人の道をきちんと構

築していきたいです」（西尾氏）

■　Fセールス認定の流れ

出典：三菱ふそうトラック・バス「三菱ふそう資格制度　営業スタッフ
国際認定プログラム“Fセールス”概要2014」をもとに編集部作成

判定
認定試験に進む実力があるかどうか

結果フィードバック

Fセールス認定

トレーニングモジュール
❶営業にかかわる基礎知識
❷営業プロセス・基本スキル
❸商品（車両）知識・他車比較
❹ファイナンス商品知識
❺アプローチ・顧客理解
❻サービス・部品知識
❼架装・中古車知識
各2日（サービス・部品知識は3日）
各モジュール修了後、テスト

営業知識チェック
ペーパーテスト

営業スキル／
能力要件チェック
約70項目の自己評価と上司評価

強化すべき項目あり

不合格者は再度
必要なトレーニ
ングを受講

認定試験
ロールプレーイング
アセスメント（インタビュー）

《評価指標》人間関係およびコミュニケーション能力／プロフェッショナ
ルとしての自発性、学習意欲および参画意欲／機転（柔軟性）／自主的で
組織的な行動／協調性および共同作業能力／誠実さ／方法論的スキル

実力あり

現場の上司が関与

現場の上司が関与
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組みが位置付けられ、その具体的な

解決の手法の１つとして、厚生労働

省が実施する社内検定認定制度を広

く活用しようという議論が始まって

いる。

社内検定認定制度とは何か。「厚

生労働大臣告示に基づく職業能力検

定の１つです。職業能力検定の中核

の仕組みとして技能検定制度があり、

ものづくり分野を中心に普及してい

ますが、それだけでは評価しにくい

重要な能力も大きなボリュームとし

てあります。それを補完するのが、

社内検定認定制度です」と、厚生労

働省職業能力開発局育成支援課長

（前能力評価課長）の伊藤正史氏は説

能力を見える化し、人を育ててい

くためには、前章で述べたような一

連のプロセスを構築することが重要

である。そして、介護のキャリア段

位認定からもう１つ学べることは、

社外との連携が欠かせない点だ。

専門人材育成が、社内に閉じてい

ることの課題は確実にある。１つは

前章で筒井氏が指摘したように、社

内に閉じた育成では“学び”が限定的

になることだ。社外との情報交換が

進めば、優れた新しい技術、知識に

触れる機会が増える。もう１点は、

社内に閉じた能力評価は企業特殊的

な要素が強まり、社外での信頼性に

乏しい。これまで多くの企業で導入

してきた専門職制度や複線型人事の

行き詰まりには、求められる能力要

件やそのトレーニングが社内に閉じ

ていたことが一因となっているので

はないか。専門人材の能力を正しく

評価し、育てるには、その仕組みを

抜本的に変える必要がある。介護の

キャリア段位に学ぶとすれば、社内

で専門能力を認定するための仕組み

（以下、社内検定）を、社外と連携さ

せることが有効なのではないかと考

える。その視界を示したのが、右ペ

ージの図である。

「わかる」と「できる」を定義し、そ

れを伸ばすために、公的資格や学校

教育との連携によって社外で確立さ

れ、標準化された知を積極的に取り

込む。その職種の未就業者、あるい

は未経験者の場合、入職前に一定の

能力を養うための職業訓練機会が必

要であるし、経験者に対してもレベ

ルを上げるための教育機会が欠かせ

ない。また、一定の知識があること

（「わかる」）を証明するために、既存

の公的資格との連携も考えられる。

これらをベースに、社内特殊能力

を涵養することによって、社内で必

要とされる高度な人材を育てるのみ

ならず、産業全体の人材の価値を上

げていくことができるはずだ。

社内検定を国が認定し 

クオリティを担保

これを実践するには、国の後押し

も期待できる。政府が出した日本再

興戦略（2013年）や同改訂版（2014

年）に、職業能力の見える化の取り

厚生労働省　
職業能力開発局
育成支援課長

伊藤正史 氏

　　

前章で見てきた能力評価とOJTによって人を育てる仕組みを、多様な職種・業種に展開する方法を考える。そのキーワードは、
「社内に閉じない」こと。能力の評価基準づくりやトレーニングにおいて、社外との連携をどのようにとるのか、本章で模索する。

能力の一般化・標準化を
多様な職種・業種でどう実現するか

外部との連携による
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プロフェッショナル人材を「見える化」する

明する。伊藤氏によれば、社内検定

認定制度がカバーするのは、企業特

殊性や地域特性が高く、変化の影響

を受けやすい職種、また、多くの職

種をまたぐ、あるいはつなぐ「多能

工」的な職種などだ。数多くの社内

検定のうち、一定の基準を満たすも

のを国が認定し、公表することによ

って、能力開発の目標の動機付けや

労働市場における能力のモノサシと

して有効に機能させようと1984年

に創設されたものだ。2015年４月現

在、47事業主等126職種を認定して

いる。かつてはものづくり系職種に

多かったが、近年、「コーセーメイク

レッスン検定」（美容スタッフ）、「そ

ごう・西武フィッティングアドバイ

ザー」（販売職）など、サービス系職

種にも広がりを見せている。

業界連携で効率的な 

人材育成を目指す

さらに、2015年度国会に提出して

いる職業能力開発促進法改正案のな

かで、「職業能力検定の基準をより

明確にする」（伊藤氏）動きもある。

その基準を満たした検定を国が認定

し、企業と個人が能力開発に向かう

モチベーションを高めるという考え

方にも呼応する。

職業能力評価について、業界全体

での連携を促す厚生労働省の構想も

ある。「業界検定」の仕組みの創設が

それだ。業界検定とは、業界団体が

中心となって企業横断的に必要な能

力の分析、能力を客観化するための

評価を行い、業界内での的確で効率

的な人材マッチング、人材確保、教

育訓練の目標づくりを実現しようと

するものだ。既に2014年度に教育産

業、流通業など4業種でモデル事業

が始まっている。今後の展開として

は、社内検定のなかの業界・職種共

通の一般能力的な部分を業界検定が

担う、という手法も考えられよう。

次ページから、公的資格との連携

で人材育成に取り組む大和証券グル

ープ本社、業界連携でソムリエとい

う職業の地位を高めていった日本ソ

ムリエ協会の先例から、また、教育

機関との連携を人材育成の仕組みに

組み込んだ「食Pro.」の事例から、社

外との連携で人の能力を見える化し、

高めていく可能性を深めたい。
出典：Works編集部作成

■　「社内検定」の視界

自己啓発
学校教育
公的資格

社外
当該業務に共通する知識
＝一般的技能

社内
企業独自のノウハウ等
＝企業特殊的技能

研修（Off-JT)
OJT

他社での経験
公的職業訓練

OJT

わかる
（知識)

できる
（実践的スキル）

全体を組み込み、階層性を織り込んで設計

業界検定
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引主任者など）、IT系資格（ITパス

ポート試験など）といった幅広いラ

インアップだ。「公的資格の昇格要

件への組み込み方は、取得の難易度

と当社のビジネスへの関連度に応じ

たポイント制です。一定のポイント

を満たすことが必要条件で、多く取

ればいいというものではありません。

十分条件は、あくまで実績です」（板

屋氏）

金融業界の場合、業務と密接にか

かわる公的資格はもともと多いが、

昇格に資格要件を導入する前、同業

他社と比較するとCFPなどの資格

保有者数は多くなかった。「そのよ

うな状態だったので、制度を発表し

たとき当然、社員には驚きがありま

公的資格と社内認定の組み合わせ

によって、よりレベルの高い人材の

育成を目指すのが、大和証券グルー

プ本社である。公的資格とは、ファ

イナンシャルプランナーの上位資格

で あ る CFP（Certified Financial 

Planner）だ。CFP（＊2）資格の取得お

よび社内研修などを通じて高度な専

門性を有する人材を認定する「相続

プランナー認定（＊2）」制度を新設した。

同社にとって初の社内独自の認定制

度である。

「相続プランナーの認定が可能にな

ったのは、実は10年前の昇格制度の

変更が大きくかかわっています」と

話すのは、同社人事部長・板屋篤氏

だ。2005年、同社では公的資格を中

心とした資格取得を昇格条件の１つ

とした。「当時は証券業界全体で“株

のセールス”から“コンサルティング

営業”に舵を切った時期。お客さま

により質の高いサービスを提供する

ために、当社の社員に何が必要なの

かを考えた結果、それは“学ぶ文化”

だと結論づけたのです」（板屋氏）。

インターネットの普及もあって顧客

の知識レベルが上がり、証券のコン

サルタントとして幅広く、高い付加

価値を提供する必要があった。だか

らこそ、「社員全員がより専門的な

スキルや最新の知識を獲得しようと

する、自己研鑽の文化をつくろうと

した」（板屋氏）のだという。そのた

めのツールが、公的資格の取得促進

だった。

対象となる資格は40種以上。CFP

や証券アナリストといった証券・金

融系資格だけでなく、語学系資格

（英語・中国語など）、ビジネススキ

ル系資格（公認会計士・宅地建物取

人事部長

板屋 篤 氏

昇格要件に公的資格取得を導入
“学ぶ文化”の上で社内認定が機能

公的資格 × 社内認定

CASE STUDY 大和証券グループ本社

■　公的資格の取得推進によって、学び続けるプロを育成

出典：取材をもとに編集部作成

認定者の拡大を目指す

【第1回認定】
171人

【選抜の条件】
CFPの取得者であること
高い実績をあげていること

【認定方法】
5日間の集合研修を含む
約1カ月半の研修
出席と課題のクリアが認定の要件

2014年
相続プランナー認定制度
を新設

研修や資格取得に真剣に向き合うこ
とが、会社の風土となった。

2014年
CFPの取得者数が
金融機関トップに

金融、IT、語学、ビジネス系など幅
広い領域の40以上の公的資格の取
得を、ポイント制で昇格要件に組み
入れる。

2005年
昇格要件に公的資格の
取得を入れる

組織全体で「学び続ける」組織文化に

（＊2）CFPは日本FP協会の、相続プランナー認定は大和証券グループの登録商標
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プロフェッショナル人材を「見える化」する

リエ資格の試験を実施したのは、

1985年である。「当時はヨーロッパ

と同様、まだ高級店にしかソムリエ

はいなかった」と阿部氏は振り返る。

現在のように認知度が高まったのは、

「日本ではお客さまがワインに非常

に詳しくなって、サービスする側が

有資格者、あるいは同等の知識を持

っていなければ同じ土俵に上がれな

いという特殊な事情もある」（阿部

氏）と言うが、同時に日本ソムリエ

協会を含めた業界全体の努力があっ

かつて飲食店のサービス従事者の

職業的地位は、あまり高くなかった。

そのなかにあって「ソムリエ」は、資

格を軸に約20年間で飛躍的に認知

度と地位を向上させた。

ソムリエは日本ソムリエ協会が認

定する資格の呼称であり、また厚生

労働省の職業分類で「レストランに

おいて、ワインの仕入れ、酒庫の管

理、ワインの選択についての助言な

どの仕事に従事するものをいう。ウ

エイター・ウエイトレスを兼務して

いるものを含む」と定義された職業

呼称でもある。そして、日本ほどソ

ムリエの認知度が高い国はない。

資格試験に内包された 

知識とスキルへの信頼

「欧州に行くと、資格を持ったソム

リエは高級店でしか見ることはあり

ません。町のビストロでは、無資格

のサービススタッフがワインを提供

することがほとんど。高級店からビ

ストロまで有資格者がこれほど多い

のは日本だけです」と説明するのは、

日本ソムリエ協会常務理事であり、

2002年の全日本最優秀ソムリエコ

ンクールの覇者、阿部誠氏だ。

日本ソムリエ協会がはじめてソム

常務理事

阿部 誠 氏

名刺へ記載し、顧客にもアピールし

ている。

初回認定者は、「数を増やすこと

が目的ではなく、知識と技術がしっ

かり身についていることを重視する

ため」（板屋氏）、パフォーマンスの

高い人を中心に171人を選んだ。全

国にある約120支店のできるだけ多

くから出すよう意識したとも言う。

「支店内に認定者がいれば、周りの

人も目指そうとする。人材開発だけ

でなく、“ビジネスの競争力になる”

という目的もきちんと伝え、認定へ

の意欲を高めることを狙っていま

す」（板屋氏）

した。それでも取り組みを続けた結

果、今では社内のビジネススキル研

修を挙手制で募集すると、応募倍率

が５〜６倍になることもある。“学

ぶ文化”が根付いたのです」（板屋氏）

公的資格の信頼感を基盤に 

実践スキルは研修で育む

その結果、2014年にはCFPの取得

者数が金融機関のトップとなった。

「獲得した知識や技術、学び続ける

意欲をよりお客さまに活かせる形に

昇華させようと考えたのが『相続プ

ランナー認定』制度の新設でした。

認知度・難易度の高い公的資格の信

頼感を基盤とし、その上に実践に役

立つ能力・スキルを育もうと考えま

した」（板屋氏）

この認定は、ビジネス上のニーズ

ありきだ。「シニア層にとっては相

続が大きな関心事であり、高齢化が

進む今、ビジネスチャンスになりつ

つあります。相続・事業承継、不動産、

税制、ライフプランニングなど幅広

い知識を要求されるCFP資格保有

者から選抜し、具体的なケーススタ

ディやノウハウを交えた実践的な研

修プログラム修了後に認定していま

す」（板屋氏）。認定者であることを

ソムリエの資格を業界のスキル標準に。
職業の地位と認知度向上に寄与

業界資格 × 現場経験

CASE STUDY 日本ソムリエ協会



要な“シニアソムリエ”を設けた

（2014年までに、ソムリエ有資格者

数１万9938人に対し、シニアソムリ

エは1919人）。

ソムリエのレベルアップを目的と

したコンクールにも力を注いできた。

1996年からは３年に１回、全日本最

優秀ソムリエコンクールを開催。こ

こでの優勝者はアジア・オセアニア

最優秀ソムリエコンクールへの切符

を手にし、世界ナンバーワンを目指

す道が開ける。一方、若手ソムリエ

の登竜門として、海外研修・語学研

修などを提供するソムリエ・スカラ

シップ制度も2011年より始めた。

「目標となる存在があることも大き

い」と阿部氏。ソムリエの職業・資格

の認知度が格段に向上したのは、

1995年に田崎真也氏が世界最優秀

ソムリエコンクールで優勝したこと

による。その後も多くの入賞者を出

すなど、日本のソムリエは世界でも

評価が高い。「世界のトップソムリ

エ、レストランなどの経営者、本の

執筆など、多様なキャリアパスを先

人が提示しています。それらを目標

に、若手は頑張ることができるので

す」（阿部氏）。ソムリエ試験受験者

の右肩上がりでの増加がその証左だ。

日本ソムリエ協会では、ソムリエ

の役割を「業績アップへの貢献と、

顧客に対しての安全で快適な飲食の

場を提供することによる企業価値を

高めることへの貢献」と明確に位置

付けている。企業が学べることは、

企業価値に寄与する専門性について、

業界共通の資格というモノサシを定

め、人材の採用や育成のツールとし

て、企業業績につなげていくことが

できるという点であろう。

たことに注目したい。

１つは、受験資格や試験手法によ

り、ソムリエ資格の信頼性を高めて

いる点だ。ソムリエの資格制度は各

国にあるが、受験資格や試験手法は

国によって異なる。日本ソムリエ協

会認定のソムリエ資格の場合、ここ

まで説明してきた「わかる（知識）」

と「できる（実践的スキル）」が内包

されていることが特徴的だ。

「わかる」はソムリエ試験で証明さ

れる。筆記試験で問われるのは、世

界のワインの地域特性のみならず、

その背景となる歴史やぶどう品種、

気候条件、醸造方法まで幅広く深い。

「できる」は、受験資格に経験年数を

組み込んだうえで実技試験を実施す

ることによって担保される。

経験年数を前提とする理由につい

て、「ソムリエは、料理やお客さまの

好みに応じた最適なワインの提供が

仕事。“経験年数＝向き合ったお客

さまの数”であり、多様な状況に対

応するスキルがあると見なせるので

す」と阿部氏は語る。

日本独自のキャリアパスの 

構築で若手の意欲を喚起

もう１つは、日本独自のソムリエ

のキャリアパスの構築にある（下図）。

1987年に日本ソムリエ協会独自

のソムリエの上位資格として、10年

以上の経験と高度な知識・技術が必
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出典：取材をもとに編集部作成

■　ソムリエのキャリアラダー

国内外のコンクール参加・入賞

シニアソムリエ資格取得

ソムリエ資格取得

★受験資格：協会認定のソム
リエであり、ソムリエ資格認
定後3年目を迎えていること。
ワインおよびアルコール飲料
を提供する飲食サービス業を
通算10年以上経験し、現在
も従事していること

サービス職として入職

★受験資格：第1次試験実施日
において、ワインおよびアルコ
ール飲料を提供する飲食サービ
ス業を通算5年以上経験し、現
在も従事していること　
＊例外あり

目標になり得るトップソムリエたち

★ ★
★

★★

日本ソムリエ協会（http://www.sommelier.
jp/）が認定する資格にはソムリエ資格のほ
か、ワインおよびアルコール飲料の輸入、
販売等の従事者向けのワインアドバイザー、
ワイン愛好家向けのワインエキスパート資
格がある。これらも、ワインのすそ野を広
げる重要な役割を果たしている。

試験

試験

ソムリエ・スカラシップ、
全日本最優秀ソムリエコ
ンクール、世界最優秀ソ
ムリエコンクールなど、
さまざまなチャンスあり

日本ソムリエ協会
による研修機会や
最新の情報の提供
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育成機関、企業との連携で能力を高める

教育とプロの認定を一気通貫させ
活躍できるイメージを鮮明に

キャリア段位の1つ、食の6次産業

化プロデューサー（以下、食Pro.）は、

食の6次産業分野（1次産業の農業×

2次産業の加工×3次産業のサービ

ス・販売）の新しい事業の創出と、こ

の分野への労働移動の促進を目指し

て設置された。食Pro.の特徴は、農

業高校や大学農学部、専門学校など

教育機関と企業との連携でプロを育

てようとしている点だ。「日本の場

合、学校の教育とプロフェッショナ

ルの認定が連携していない場合が多

い。学校で学んだことを、社会で活

かして活躍できるイメージが持てな

いのです。食Pro.の場合、教育から

プロとして働くところまで、一気通

貫するように設計しています」と、

食Pro.の認定を行う食農共創プロ

デューサーズ代表理事・長谷川潤一

氏は説明する。

仕組みは下図の通り。学生など就

業未経験者の場合、一定のカリキュ

ラムで学ぶことにより、農業高校卒

業者はレベル1のエントリーレベル

として、大学農学部卒業者はレベル

2の「一定の指示のもとにある程度

の仕事ができる段階」として認定さ

れる。段位認定をもって企業に就職

し、経験を積んでプロとしての技術

を高めるキャリアパスがある。

一方、企業で食品の流通に携わる

人、農業従事者など社会人の場合、

食分野に関する経験やビジネスの経

験があるため、体系化された知識を

獲得するために認定プログラム実施

機関で学ぶ。そのうえで食Pro.の認

定を受ける。「この10年で食と農業

の連携によって、新しい事業が次々

と生まれています。たとえばコンビ

ニエンスストアで地域食材にこだわ

った商品を多く見ます。このような

取り組みを進める企画セクションや、

地域の資源を探すようなセクション

で、生産や加工の段階の知識を獲得

すれば、よりこの分野が活性化して

いくでしょう」（長谷川氏）

2015年4月現在、認定者は延べ

308人。将来的には「認定者を4万

人程度まで増やしたい」と長谷川氏

は話す。金融機関やIT企業といった

食分野での事業展開を狙う企業など

の人材が、認定機関で学んでいるケ

ースも多い。「知識を持った多くの

若者が食の世界に入ってくるメリッ

トがあります」（長谷川氏）。教育機

関との連携で知識を増やし、企業内

で認定することで、産業や職種のレ

ベルアップにつなげるこの図式は、

さまざまな企業で応用できるはずだ。

食農共創プロデューサーズ

代表理事
認証・認定グループ　グループリーダー
普及戦略グループ
食農連携コーディネーター（FACO）

長谷川潤一 氏
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プロフェッショナル人材を「見える化」する

■　企業と育成機関がタッグを組んで、
    プロを育てる

出典：取材をもとに編集部作成

一般の企業人
農業従事者など

経験を
積む

民間の
育成機関

などで学ぶ

プロとして
活躍するこ
とを目指す

企業人
農業従事者など
食の6次産業化のプロ

自身の強み
と弱みを客
観的に把握

より高いレ
ベルの認定
を目指す

生徒・学生など 企業などで
経験を積む

食Pro.認定

【レベル4以上】
書類審査・面接試験による
段位認定（プロレベル以上）

【レベル2、3】
育成機関での学習修了後、
書類審査を経て段位認定

（大学生、社会人レベル）

【レベル1】
学ぶことで段位認定

（高校生レベル）

農業高校、
大学農学部
などで学ぶ



として、環境への対応、社会への配

慮、ガバナンス（企業統治）という３

つの要素が注目を集めている。2006

年に国連が責任投資原則（PRI）を提

唱し、投資にあたりESGの配慮を求

めたことが後押しとなった。この

PRIには、世界の1400近くの金融機

関などが署名している（2015年５月

現在）。

こうしたなか、企業の情報開示書

類にも変化が出てきた。「有価証券

報告書やコーポレート・ガバナンス

報告書などの法定書類のほか、アニ

ュアルレポートやCSRレポートな

ど任意書類があります。これまでは

財務情報と非財務情報をバラバラに

掲載する傾向が強かったのですが、

日本企業の多くは「人が財産」だと

言う。しかし、その資産価値と結び

付けアピールする企業は多くない。

その理由は、人材価値の定量化が難

しいと考えられてきたからだ。一方

で、今回私たちが取材したことは、

組織内の高い能力を持つ人を見える

化する手法だ。「能力の総量」やそれ

を育むためにかけた「投資額」、育成

の「取り組み」を当たり前の価値とし

て、投資家には説明してこなかった

のではないか。本章ではそれについ

て考える。

まず、資本市場における投資家向

けのアピールは可能だろうか。近年、

投資家が見る投資分析指標に、変化

が出てきている。

リーマンショック以降、 

長期的な企業価値に着目

「リーマンショック以降、欧州の機

関投資家を中心に売上・利益を主体

とした短期的な財務情報だけでなく、

非財務情報を含めた長期指標も重視

しようという流れがあります」と、

話すのはESGコミュニケーション・

フォーラム運営事務局の江森郁実氏

だ。その流れを象徴するのが、ESG

（環境、社会、ガバナンス）指標への

関心の高まりだ。短期指標だけで企

業の経営の質や将来性を分析するに

は限界があるとの認知が広まり、長

期的・持続的な成長を検討する指標

ここまで企業内プロフェッショナルの能力の見える化について考えてきた。そして、もう１つ私たちが模索したいことは、
見える化した人材の価値を、社会や資本市場にアピールし、企業価値に変えることである。

人事は人材価値を企業価値に
つなげる役割を担えるか

ステークホルダーとのコミュニケーションで
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プロフェッショナル人材を「見える化」する

近年、非財務情報に関する開示熱の

高まりと並行し、財務・非財務情報

を包括的に開示する統合報告書を作

成する企業が増えつつあります」（江

森氏）

ネガティブスクリーニング 

対策だけでは不十分

日本ではどうか。2011年には東証

一部上場銘柄のなかから「ESG 銘

柄」が選定されているほか、「なでし

こ銘柄」や「健康経営銘柄」など人材

にかかわるテーマ銘柄が設定されて

いる。「ESGのなかでも、Gのガバナ

ンスが投資家に最も意識されていま

す。企業統治の体制、ボードメンバ

ーの構成が、企業の将来に影響を与

えると考えられているからです」と、

ブルームバーグの黒﨑美穂氏は説明

する。しかし、ボードメンバー以外

の人材に関しては情報開示が進んで

おらず、現時点では投資家の注目度

も高くない。

確かに、S（＝社会）には株主、顧

客、地域社会と並んで従業員という

ステークホルダーに対する社会的責

任をいかに果たすか、という項目が

入ってくる。「日経アニュアルリポ

ートアウォード2014」の統合版部門

で審査委員を務めた野村総合研究所

主席研究員・大崎貞和氏は、「このと

きの“従業員”についての開示は、労

働時間への配慮や事故の削減といっ

た雇用管理、障がい者雇用、女性の

管理職比率など、労働・人権に関す

る法定基準に触れないようにする、

つまり問題のある企業を投資対象か

ら外すネガティブスクリーニングへ

の対策が中心になっており、人材に

関して、投資家の投資意欲を喚起す

るためのポジティブな取り組みの開

示はほとんどなされていません」と

指摘する。

先進事例はないわけではない。25、

26ページに掲載したのはESG銘柄

などに名を連ねる企業のなかで、人

材に対する投資や取り組みを多く取

り上げる企業の開示書類の抜粋だ。

人材育成の仕組み、教育研修費、研

修への参加人数などが主な内容であ

ESGコミュニケーション・フォーラム
運営事務局　コーディネータ

江森郁実 氏

ブルームバーグL.P.

黒㟢美穂 氏

出所：各社CSR報告書などをもとに編集部作成

■　日本企業の人材投資の報告書掲載事例（1）

社員1人当たりの教育投資額
2013年度（実績）：90,341円
2013年度全社共通研修受講人数
マネジメント研修：743名、技術系共通研修：724名、営業・管理系共通研修：
328名、グローバル研修：364名、一般研修：476名
リーダー層の早期育成
若手課長層を対象に将来の経営者の育成を目的とした「東レ経営スクール」を
1991年に開設、2013年度までに22期440名受講。東レグループ各社の経営後
継者ならびに次世代リーダーの計画的育成を目的とした「東レグループ経営スク
ール」も2006年開設。

東レ
（東証ESG銘柄）

本社で開催している本社人事管理の集合研修実績
（従業員1人当たりの受講費用と受講時間、年間受講人数）
2011年度：89,000円、13.7時間、11,012名／2012年度：67,200円、16.9時間、
13,834名／2013年度：70,000円、16.6時間、13,078名
タレントマネジメント
培ってきた知識や経験を次世代に継承するためのリーダーシップ研修を成長段階
に合わせて実施。複数のローテーションプログラムを戦略的・計画的に実施し、
マネジメントポストやグローバル機能を実践できる機会を提供。マネジメント層
による人事会議を定期的に実施し、優秀人財の特定、育成計画の作成、後継者計
画の策定を実施。
研修機関
従業員向けの専用研修機関として「日産ラーニングセンター」を設置。「日産ウェ
イの浸透」「マネジメントスキル向上」「ビジネススキル向上」「技術スキル向上」
の4つの柱で活動。
エキスパートリーダー制度
専門性の強化・発展を目的として導入。96の専門領域で47名のエキスパートリ
ーダーと2名のフェローが活躍（2013年度）。

日産自動車
（東証ESG銘柄）

マイスター制度
2006年度に製造現場にマイスター制度を導入。伝承すべき匠の技9分野15技能
について、技能の第一人者をマイスターとして認定（2013年4月現在41名）。マ
イスターは海外現地法人を含めた技能者の指導・育成に従事。
社員1人当たりの研修実績
2011年度：23.2時間、312,000円／2013年度：96時間、215,000円
グローバルマネジメント研修
グローバルで活躍できる経営幹部候補育成のための選抜研修。毎年10名程度を
短期間の海外ビジネススクールに派遣。

小松製作所（コマツ）
（東証ESG銘柄）
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報告書における人材に関する記述企業名
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向けて説明しようとする意気込みを、

今回取材した企業に見ることができ

た。三菱ふそうトラック・バスや大

和証券の、プロフェッショナルの認

定制度を設け、それを名刺に印刷し

たり、店頭のプレートに掲示すると

いった事例が象徴的だ。また、介護

のキャリア段位認定では、認定者の

数を自治体のホームページで公開す

る試みも始まった。

こうしたコミュニケーションの成

果を注視しながら、社会に対する人

材価値の見える化というテーマに、

引き続き取り組んでいきたい。

る。「投資家が見るのはまず数字。数

字を出している企業とそうでない企

業では、前者がまず評価の土俵に上

ることができます」（黒﨑氏）

しかし、単なる数字の羅列では意

味がないのも事実だ。「それが企業

経営にどう寄与したかがわからない。

人材の価値が企業価値にどう結びつ

くのか、というストーリーを描くこ

とが重要なのだと思います」（大崎

氏）。単純化すれば、事業のグローバ

ル展開を目指すならば、グローバル

人材育成への投資額の増加を経年で

見せる、新事業領域への投資を進め

るのであれば、当該事業領域におけ

るプロ人材の外部調達・育成実績を

示す、という意味のあるつながりの

提示が求められる。

それにあたって、重要なのは「報

告書作成における人事部門のコミッ

ト」（黒﨑氏）だ。「有価証券報告書は

経営企画や財務部、IR部、CSRレポ

ートはCSR部門というように、同じ

投資家向けの情報にもかかわらず、

作成主体は縦割りで連携が不十分で

す。もし、経営や事業のビジョンや

戦略と人材価値向上に向けた取り組

みとの関係までストーリー性をもた

せて語ろうと思えば、人事の参加も

必要でしょう」（黒﨑氏）

“共同体”的日本企業の 

ディスクロージャーとは

もう１つ、「欧米の追随ではなく、

日本型の開示方法も考えていくべき

ではないか」という重要な指摘が大

崎氏からあった。「欧米では、会社は

株主のものであり、経営陣は、株主

の代行者として経営の執行にあたる

という考え方です。ゆえに、開示書

類は経営陣と株主とのコミュニケー

ションが成立することが前提。その

ため、従業員は代替可能な戦力とし

か見られていない節があります。一

方、日本の場合、会社は、株主と経営

陣だけで成り立っているのではなく、

社員や地域、顧客も含めた“共同体”

的な意味合いが強い。ですから、コ

ミュニケーションツールとしての開

示書類は、欧米のそれとは違ったも

のになって当然ではないでしょう

か」（大崎氏）

株式市場向けの開示とは異なるが、

人材の価値を顧客や地域、従業員に

出所：各社CSR報告書などをもとに編集部作成

■　日本企業の人材投資の報告書掲載事例（2）

主な研修参加人数（2013年度実績）
グローバルディベロップメントプログラム研修：135名／組織ワークショップ：
325名／短期ビジネススクール派遣：50名／新人海外派遣（若手短期中国語・
特殊語学派遣）：54名／キャリアビジョン支援研修：2,025名
Global Executive Program
グローバルエグゼクティブを育成する研修
Global Leadership Program
グローバルに活躍できる組織人育成を目的とした研修
Global Network Program
海外ブロック社員を対象に、本社での研修を通じて参加メンバー間のネットワー
クを構築する研修

伊藤忠商事
（東証ESG銘柄）

ビューティーコンサルタントの認定
年1回行われる資生堂技能検定（厚生労働省認定社内検定）を受験、約1万名（国
内）、約1万2,000名以上（海外）
グローバル幹部候補育成
資生堂グローバル・リーダーシッププログラムや資生堂リージョナル人材育成プ
ログラム（欧州、米州、アジア、中国のエリアにおける幹部候補育成）を実施。
エコール資生堂の対象者数

（国内）2012年度：13,314名（比率：52.7%）／2013年度：12,818名（比率：
52.3%）
国内ビューティーコンサルタントの海外派遣

資生堂

各種研修
新人研修：3,434名／階層別研修：10,465名／エグゼクティブ・リーダーシップ・
トレーニング：47名／シニア・リーダーシップ・トレーニング：57名／ジュニ
ア・リーダーシップ・トレーニング：80名／管理職研修：477名／部門別研修：
21,392名／その他技能取得研修：6,198名
次世代経営リーダーの育成
2012年より、経営幹部候補を対象とした「エグゼクティブ・リーダーシップ・
トレーニング」を開始。海外ビジネススクールへの派遣、イタリアでのワークシ
ョップの開催。
リーダーシップ育成プログラム
課長クラス：シニア・リーダーシップ・トレーニング（2013年度～）／主任ク
ラス：ジュニア・リーダーシップ・トレーニング（2013年度～）／20代若手：
フレッシュ・リーダーシップ・トレーニング（2014年度～）
国内・海外への留学制度
国内MBAに社費派遣（2011年度は7名、2012年度は5名、2013年度は1名を選
抜）／海外MBAに社費派遣（2011年度、2012年度は3名、2013年度は4名選抜）

LIXIL
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2013年12月に公開された産業競争力会議雇用・人材

分科会の中間整理に次のような文章があった。

「日本的雇用システムは（中略）高度経済成長の原動力と

なったが、外部労働市場や教育・訓練システムの活性化

が図られず、また、グローバルに通用するプロフェッシ

ョナルの育成にも不向きであった」

つまり政府が、日本企業はもっとプロの育成に取り組

むべきと言っているのである。この文章を読んだときは

正直ショックだった。私自身もかねてより「日本企業は

ジェネラリストという幻想を追い求めて、プロを育てる

ことに熱心になれていない」と問題意識を語り、書いて

きたが、課題はまだまだ大きい。日本に適したプロを育

てる仕組みをつくらなければ。そんな思いを強くした。

もちろん、社会には職業能力を評価する資格・検定制

度が山のようにある。ところが、企業は採用にも評価に

もほとんどこれらを活用していない。企業にとって機能

する職業能力を評価する資格・検定制度とはどのような

ものか。ポイントを、下記に挙げた。

①わかる（知識）とできる（実践的スキル）の両方を評価

していること。つまり、使える、再現できる能力を持って

いることが評価できる構造になっていること

②社内で育成・評価すべきものと、教育機関など社外で

育成・評価すべきものが適切に組み合わされていること

③評価だけでなくOJTと連動して育成も行われること

④検定を受ける当事者と、教育する側と、両者に制度活

用のモチベーションが機能すること

⑤評価・育成に社内の上級プロがコミットすること

⑥階層性を持ち、上級になるにつれて担当できる職務が

増えること（技術の質的向上ではなく、「できること」が

増えていくこと）

⑦顧客や株主に対して企業力を訴求することにつながる

こと（公開のインセンティブが働くこと）

上記を実際につくるには、1つは紹介してきたキャリ

ア段位のありようが参考になる。また、18ページで言及

したように、社内検定認定制度の拡充も始まろうとして

いる。この仕組みの活用こそ「解」になる、と、私の結論

は収束してきている。長期継続雇用の慣習のもとでは、

企業独自の知識や技術（企業特殊的技能）が常に進化する

ため、社外に存在する資格制度では、体形に合わない既

製服を着ているようでしっくりこない。かといって、勝

手につくった社内資格では、素人の手づくりスーツを着

ているようでどうも恰好よくない。この両者のよいとこ

ろの組み合わせこそ、日本企業に適したプロ育成のフレ

ームであり、それが今、求められている。

本特集で紹介したキャリア段位制度の設計には主査と

して初期からかかわったが、介護プロフェッショナルな

どが立ち上がっていく姿を見て上の条件について確信を

深めた。また、厚生労働省の業界検定の設計には委員と

してかかわり、社内検定の刷新の必要性を実感した。

今回の特集は、私およびリクルートワークス研究所か

らの「提案」である。

つくってみませんか？　ご相談に乗りますよ。

機能する職業能力評価の条件
リクルートワークス研究所　所長大久保幸夫

まとめ


